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コンパクトシティの考え方は人口20～ 30万人の中都市だけでなく、その周辺の人口3～ 5万人の小都市や、合併した旧
町村のような人口3～5千人のコミュニティにも必要であり、その中で診療所は必須である。それらの3重のコンパクトシティ
は公共交通機関で結ばれていなくてはならない。

3重のコンパクトシティによる地域活性化構想19

地域包括ケアは進化しており、高齢者の医療・介護だけでなく、障がい児・者支援、仕事と子育ての両立による次世代
の育成、元気高齢者の就労や社会参加の推進やこどもの貧困対策などを通じて、人口減少社会から全世代・全対象型地域
包括ケアで再生を目指す社会づくりを行うことが求められる。

進化する地域包括ケア20
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その 1：静岡県医師会における取り組み

総論2

篠原 彰

都道府県医師会から地域への
アプローチ



本日のテーマ2

静岡県医師会では、平成23年度から在宅医療の推進に向けた事業の取組をスタートさせた。翌24年度には「静岡県在
宅医療推進センター」を立ち上げ、県内の関係団体等で組織した「在宅医療体制整備・推進協議会」の中で事業の方向性
を検討しながら、これまで各種の実態調査やICTの活用推進、関係職種のスキルアップなど、さまざまな事業を実施してき
ている。

Ⅰ．はじめに3
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「都道府県医師会から地域へのアプローチ」を考えるにあたり、都道府県医師会の役割について、2つの視点から整理する。
まず1つ目の医師会と行政については、施策の提言や事業を実施する立場の医師会と、予算を確保して事業化する立場の行
政は、互いにキャッチボールを行う関係である。2つ目は、都道府県と市町村で行う業務の役割分担についてである。市町
村では住民に身近な立場で業務を実施する一方、都道府県は、市町村では実施の難しい広域的な業務や高い専門性が求め
られる業務の実施、市町村間の連絡調整などを通じて、市町村を支援することとなる。

都道府県医師会の役割を考える　～２つの視点～4

この2つの視点を踏まえながら、静岡県医師会から県行政へのアプローチをきっかけに、その後どのように施策が展開さ
れていったかを整理した。まず、平成26年12月には本会から県に対し医療・介護の一体的な改革に必要な体制整備や予算
確保を要望し、その結果いくつかの事業が予算化されるとともに、県から職員も派遣された。その後、本会では、「広域性」「連
絡調整」「補完性」の観点に立って県内郡市医師会向けに事業を実施し、その結果、市町村レベルへの事業効果の波及や、
郡市医師会と市町行政の連携強化がみられるようになってきた。

静岡県医師会から県行政へのアプローチとその後の展開5
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本会が県に対し、平成26年12月に提言した内容は①、②、③のとおりである。これらの提言をきっかけに①、②にあるよう
な人事・組織面での県の対応や、③にあるような在宅医療の推進、介護との連携に必要な施策が事業化された。

静岡県医師会から県行政への提言（H26.12月）6

この地域包括ケア推進ネットワーク会議は、これまで本県には医療との連携も含めた介護分野を協議する場がなかったこ
とを踏まえ、設置を要望したもの。今年度設置され、県域レベル、構想区域レベル（調整会議）での地域医療構想に関す
る協議と連動しながら、開催されている。「車の両輪」といわれる地域医療構想と地域包括ケアの一体的な実現に向け、推
進の核となる組織となることを期待している。

Ⅱ． 地域包括ケア推進ネットワーク会議の設置
 （地域医療構想と連動した地域包括ケアの推進）7

人材不足といわれる医療・介護分野で多職種が連携して効率よくサービスを提供するには、ICTの活用は不可欠といわれ
るが、これを市町単位で行うには、開発費用の面や広域的な患者の移動に対応できないことから、本会がシステムを開発し、
運用している。すでに平成24年度から『在宅医療対応型』システムとして運用してきたが、今年度、県からの補助金を受け、『地
域包括ケア対応型』へとモデルチェンジを行った。

Ⅲ． ICTを活用した地域包括ケアの推進
 （「静岡県在宅医療・介護連携情報システム」の構築）8

これまでのシステムは、①にあるとおり「患者を支える多職種チーム内で情報を共有する機能」だけだったが、今回のリ
ニューアルで、②の「情報のやり取りを通じたユーザー間の交流」や、③の「患者の状態・ニーズに応じた医療機関・施設
等の検索・マッチング」の機能が追加された。

新たなICTシステム
「静岡県在宅医療・介護連携情報システム」の概要9
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①の患者・利用者情報共有機能においては、患者やサービス利用者単位で、施設・事業所間による「在宅チーム」を形成し、
日常業務に負担なく必要な情報の共有が可能である。

①患者・利用者情報共有機能10

②の情報交流機能では、掲示板やセキュアメールの機能を活用して、例えば、市町行政が域内の施設や事業所に対して
研修開催の案内を発信したり、病院の地域連携室が退院前カンファレンスの日程を調整したりすることができる。

②情報交流機能（掲示板・セキュアメール）11

③の施設・サービス情報提供機能では、医療機関や介護施設が提供するサービス内容や特色について、例えば診療所に
関しては、がん緩和療法や看取り対応の可否、往診可能な地域などの情報、またショートステイに関しては空床状況などの
情報を、すばやく効率よく検索することができる。

③施設・サービス情報提供機能
　（その１）施設・事業所の検索12

患者や介護サービス利用者がもつ、在宅看取りやがん緩和療法などのニーズや認知症の状態などの情報を登録すること
で、患者等の希望するエリア内で、病状やニーズに応じた医療機関や介護施設を抽出し、より適切なサービス選択が可能と
なる。

③施設・サービス情報提供機能
　（その2）患者・利用者と施設・サービスのマッチング13
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市町は、介護保険の地域支援事業に位置づけられた「在宅医療・介護連携推進事業」について、ア～クの8つの事業を
平成30年4月までに実施することとなった。本システムの導入により、このうちの「（ア ）地域の医療・介護の資源の把握」
と「（エ） 医療・介護関係者の情報共有の支援」の2事業の支援が可能となった。また、「（ウ） 切れ目のない在宅医療と介
護の提供体制の構築推進」や「（カ） 医療・介護関係者の研修」といった、その他の事業項目への波及効果も期待される。

本システムと地域支援事業（在宅医療・介護連携推進事業）との
関係14

地域包括ケアシステム構築の前提となる、在宅主治医の確保のため、郡市医師会へ在宅医療推進員を配置する「訪問診
療参入促進事業」を平成27年11月から開始した。訪問看護師等、在宅医療に関する専門知識を有する在宅医療推進員が、
診療所への個別訪問、地域資源の把握、関係機関との情報共有等を行い、診療所の訪問診療への参入促進を図っている。

Ⅳ． 訪問診療参入促進事業の実施
 （郡市医師会への在宅医療推進員の配置）15

この事業を実施した背景として、在宅医療の必要性が長らく叫ばれるなか、訪問診療を行う医師は遅々として増えない状
況があり、これまでのような研修会の開催だけでなく、もっと個別の積極的な働きかけを通じて、課題を一つずつ取り除い
ていく必要があった。

事業実施の背景（訪問診療参入促進に向けた課題）16

この事業に取り組む郡市医師会は、平成27年度の４か所から今年度は倍の8か所となった。残念ながら、訪問診療への参
入医師が急増するには至っていないが、各郡市医師会では、まずは地域の課題分析に力を入れており、今後、それが本格
的な参入へと結びついていくことを期待している。本会としては、必要な情報や交流会・研修会の場を提供し、郡市医師会
の取組を支援しているところである。

事業に取り組む郡市医師会の状況17
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在宅医療で不可欠とされる多職種連携がなかなか進まないといわれているが、これを推進する立場の市町は、医療分野
の業務の知識・経験が不足し、医師会との間で強固なパイプが築かれていない状況にある。そこで本会が音頭を取り、多
職種連携のきっかけをつくり、行政と医師会の連携を誘導するため、今年度、多職種連携リーダー研修会を開催した。

Ⅴ． 地域における在宅医療推進リーダーの養成
 （多職種連携リーダー研修会の開催）18

本研修会では、医師および市町村職員を含む多職種がチーム編成して申し込む方式とした結果、チーム編成作業自体が
研修の一部となり、多職種連携のきっかけづくりに大いに役立った。また、プログラムは日本医師会等４者が共同開発した
ものを採用し、今後、県内の各地で、このプログラムのスライド等を活用した多職種連携のための研修会が開催されること
を期待している。

研修会のプログラムおよび特徴19
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本研修会には、県内の市町村行政と郡市医師会のうち、規模の小さなところを除くほとんどが参加する結果となった。また、
アンケート結果からも、こうした研修会、あるいは連携のきっかけを地域の方々が望んでいたことを実感した。

研修会の開催実績20
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